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委
員　

今
回
の
説
明
で
も
大
き
な

変
更
も
な
い
。
今
回
上
程
す
る
に

当
た
っ
て
不
確
定
要
素
が
明
ら
か

に
な
る
の
で
あ
れ
ば
示
し
て
い
た

だ
き
た
い
。

答
弁　

県
下
の
改
正
状
況
が
、
本

市
を
除
く
全
て
の
市
で
改
正
が
行

わ
れ
て
お
り
、
ま
た
退
職
手
当
の

支
給
に
関
し
て
五
條
市
は
他
市
と

特
に
異
な
る
特
別
な
事
情
が
あ
る

と
は
言
い
難
い
な
ど
の
状
況
が
あ

る
。

財
産
の
取
得
に
つ
い
て

委
員　

五
條
市
立
学
校
給
食
セ
ン

タ
ー
の
現
洗
浄
機
の
状
況
等
は
。

答
弁　

納
入
後
15
年
以
上
経
過
し

て
お
り
、
平
成
29
年
度
は
不
具
合

で
10 
回
の
修
理
を
行
い
、
費
用
が

１
０
５
万
円
を
超
え
て
い
る
。
今

年
度
も
ト
ラ
ブ
ル
が
２
回
発
生
し

て
い
る
。
経
年
劣
化
等
に
よ
る
突

発
的
な
故
障
等
に
よ
り
給
食
の
提

供
に
支
障
を
来
す
こ
と
が
な
い
よ

う
に
洗
浄
機
１
台
を
購
入
す
る
も

の
で
あ
る
。

委
員　

廃
棄
撤
去
さ
れ
る
機
器
の

年
数
は
相
当
経
っ
て
い
る
が
、
高

額
な
機
器
で
も
あ
り
、
全
く
の
処

分
対
象
な
の
か
よ
く
考
慮
し
て
も

ら
い
た
い
。

五
條
市
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第

１
号
）
議
定
に
つ
い
て

委
員　

新
庁
舎
建
設
事
業
費
委
託

料
の
内
容
は
。

答
弁　

新
庁
舎
予
定
地
北
側
か
ら

市
道
中
之
今
井
線
ま
で
の
工
事
用

道
路
を
工
事
用
車
両
が
通
行
す
る

こ
と
に
伴
い
、
家
屋
損
壊
等
が
発

生
し
た
場
合
の
確
認
の
た
め
事
前

に
家
屋
の
外
観
調
査
を
行
う
も
の

で
あ
る
。

委
員　
（
仮
称
）
木
質
チ
ッ
プ
生

産
施
設
整
備
事
業
の
工
事
請
負
費

・
備
品
購
入
費
の
内
容
は
。

答
弁　

工
事
請
負
費
は
木
質
チ
ッ

プ
生
産
の
機
械
と
ト
ラ
ッ
ク
ス
ケ

ー
ル
、
備
品
購
入
費
は
チ
ッ
プ
輸

送
用
ト
ラ
ッ
ク
、
フ
ォ
ー
ク
リ
フ

ト
、
ミ
ニ
ホ
イ
ー
ル
ロ
ー
ダ
ー
の

購
入
費
で
あ
る
。

委
員　

循
環
型
社
会
の
構
築
に
は

こ
の
木
質
チ
ッ
プ
を
き
す
み
館
だ

け
で
は
な
く
、
建
替
え
計
画
中
の

養
護
老
人
ホ
ー
ム
花
咲
寮
の
ボ
イ

ラ
ー
等
に
も
活
用
す
る
こ
と
も
必

要
で
は
な
い
か
と
考
え
る
。

五
條
市
不
当
要
求
行
為
等
防
止

条
例
の
制
定
に
つ
い
て

委
員　

こ
の
よ
う
な
条
例
を
定
め

な
く
て
は
な
ら
な
い
事
例
が
あ
っ

た
の
か
。

答
弁　

阪
合
部
地
区
の
道
路
舗
装

の
件
で
あ
る
。

委
員　

県
下
に
お
け
る
他
市
町
村

の
条
例
の
制
定
状
況
は
。

答
弁　

本
市
を
除
く
11
市
全
て
、

町
村
に
お
い
て
は
27
自
治
体
中
13

自
治
体
が
条
例
ま
た
は
要
綱
等
を

制
定
済
み
で
あ
る
。

委
員　

市
民
の
気
持
ち
を
代
弁
す

る
上
で
き
つ
く
言
っ
て
し
ま
う
と

き
も
あ
る
。
職
員
の
受
取
方
に
も

よ
る
が
、
一
概
に
不
当
要
求
と
言

わ
れ
れ
ば
議
員
の
職
務
の
制
限
に

な
る
の
で
は
な
い
か
。

答
弁　

要
望
事
項
は
自
治
会
を
通

し
て
い
た
だ
く
こ
と
が
基
本
原
則

と
な
っ
て
い
る
。
自
治
会
と
議
員

が
連
携
を
取
り
、
要
望
時
に
議
員

が
同
行
す
る
こ
と
も
あ
り
、
そ
の

中
で
は
制
限
は
な
い
と
考
え
る
。

委
員　

議
員
定
数
も
削
減
し
12
人

し
か
い
な
い
中
で
、
地
域
の
方
か

ら
の
話
を
聞
き
、
迅
速
に
対
応
す

る
の
が
議
員
の
職
責
の
一
つ
と
考

え
る
の
で
、
し
っ
か
り
と
議
論
し

た
い
。

総
務
文
教
常
任
委
員
会

　
職
員
の
退
職
手
当
に
関
す
る
条
例

等
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

委
員　

３
月
定
例
会
に
お
い
て
説

明
を
受
け
、
慎
重
審
議
の
う
え
否

決
さ
れ
た
議
案
を
再
度
提
出
す
る

理
由
は
。

答
弁　

総
務
省
の
特
別
交
付
税
の

算
出
に
当
た
り
、
国
方
針
に
準
拠

し
な
い
場
合
、
将
来
的
に
市
に
支

給
さ
れ
る
特
別
交
付
税
が
減
額
さ

れ
る
懸
念
、
ま
た
毎
年
の
特
別
交

付
税
に
係
る
陳
情
活
動
に
影
響
が

及
ぶ
懸
念
等
が
あ
る
。

な
る
の
か
。

答
弁　

現
在
受
入
れ
が
終
了
し
、

最
終
処
分
場
の
廃
止
の
届
出
を
行

っ
た
。
廃
止
か
ら
２
年
間
水
質
調

査
を
し
、
２
年
連
続
で
水
質
が
安

定
す
れ
ば
、
跡
地
利
用
で
き
る
と

考
え
て
い
る
が
、
地
元
と
の
協
議

も
あ
る
た
め
、
10
年
間
浸
出
処
理

施
設
で
浄
化
し
な
が
ら
経
過
観
察

を
す
る
予
定
と
な
っ
て
い
る
。

委
員　

今
回
の
入
札
に
五
條
市
内

の
業
者
が
入
っ
て
い
な
い
理
由
は
。

答
弁　

五
條
市
建
設
工
事
等
競
争

入
札
参
加
資
格
の
と
び
・
土
工
又

は
解
体
工
事
の
登
録
を
受
け
た
者

か
つ
建
設
業
法
第
27
条
の
23
第
１

項
の
規
定
に
よ
る
経
営
事
項
審
査

の
結
果
に
お
け
る
と
び
・
土
工
コ

ン
ク
リ
ー
ト
又
は
と
び
・
土
工
コ

ン
ク
リ
ー
ト
解
体
の
総
合
評
価
値

が
９
０
０
点
以
上
、
過
去
15
年
以

内
に
し
ゅ
ん
工
し
た
解
体
工
事
の

元
請
け
実
績
を
有
す
る
者
と
い
う

条
件
に
市
内
業
者
が
あ
て
は
ま
ら

な
か
っ
た
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

委
員　

解
体
に
か
か
る
ア
ス
ベ
ス

ト
や
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
の
処
置
は
。

答
弁　

ア
ス
ベ
ス
ト
に
つ
い
て
は
、

事
前
調
査
に
よ
り
建
屋
に
は
存
在

し
な
い
こ
と
が
わ
か
っ
て
い
る
が
、

万
一
発
見
さ
れ
た
場
合
、
仕
様
書

に
し
た
が
い
処
置
対
応
、
ダ
イ
オ

キ
シ
ン
に
つ
い
て
も
外
に
漏
れ
な

い
よ
う
密
閉
処
理
に
よ
り
除
染
し
、

無
害
化
し
て
か
ら
施
工
者
が
責
任

を
持
っ
て
適
切
に
処
理
す
る
こ
と

と
な
っ
て
い
る
。

工
事
請
負
契
約
の
締
結
に
つ
い
て

（
ご
み
中
継
施
設
建
設
工
事
）

委
員　

入
札
資
格
の
条
件
と
参
加

で
き
る
五
條
市
内
の
業
者
の
数
は
。

答
弁　

五
條
市
建
設
工
事
等
競
争

入
札
参
加
資
格
の
建
築
一
式
の
登

録
を
受
け
た
者
で
、
か
つ
建
設
業

法
第
27
条
の
23
第
１
項
に
規
定
す

る
経
営
事
項
審
査
の
結
果
に
お
け

る
建
築
一
式
工
事
の
総
合
評
価
点

が
９
０
０
点
以
上
で
過
去
15
年
以

内
に
し
ゅ
ん
工
し
た
建
築
一
式
工

事
の
元
請
実
績
を
有
す
る
者
と
し
、

五
條
市
内
で
は
２
者
参
加
で
き
た
。

工
事
請
負
契
約
の
締
結
に
つ
い
て

（
五
條
市
新
庁
舎(

国
・
県
・
市
集

約
型
）
建
設
造
成
工
事
２
工
区
））

委
員　

２
工
区
と
１
工
区
の
工
事

内
容
は
。

答
弁　

２
工
区
は
敷
地
周
辺
の
ブ

ロ
ッ
ク
擁
壁
及
び
調
整
池
の
設
置

工
事
で
、
１
工
区
は
主
に
敷
地
中

央
付
近
の
土
の
移
動
で
、
盛
土
、

切
土
等
の
造
成
工
事
で
あ
る
。

委
員　

入
札
資
格
の
条
件
は
。

答
弁　

五
條
市
建
設
工
事
等
競
争

入
札
参
加
資
格
を
有
す
る
業
者
で

あ
り
、
五
條
市
建
設
工
事
等
競
争

入
札
参
加
資
格
の
土
木
一
式
の
登

録
を
受
け
た
建
設
業
者
３
者
で
構

成
さ
れ
る
特
定
建
設
工
事
共
同
企

業
体
（
代
表
者
は
五
條
市
内
に
本

店
を
有
し
、
土
木
一
式
工
事
の
等

級
が
Ａ
等
級
の
う
ち
Ａ
１
グ
ル
ー

プ
を
含
む
者
で
あ
る
こ
と
）
で
、

過
去
５
年
以
内
に
竣
工
し
た
土
木

一
式
工
事
の
元
請
実
績
を
有
す
る

者
と
な
っ
て
い
る
。

　
工
事
請
負
契
約
の
締
結
に
つ
い
て

（
み
ど
り
園
跡
地
整
備
に
伴
う
解
体

撤
去
工
事
）

委
員　

み
ど
り
園
敷
地
に
残
っ
て

い
る
建
物
を
全
部
壊
す
の
か
、
一

部
を
残
す
の
か
。

答
弁　

敷
地
内
の
リ
サ
イ
ク
ル
施

設
、
焼
却
施
設
、
事
務
所
棟
等
全

て
撤
去
す
る
が
、
最
終
処
分
場
が

あ
る
た
め
浸
出
処
理
施
設
の
み
は

残
置
す
る
こ
と
と
な
る
。

委
員　

最
終
処
分
場
は
そ
の
ま
ま

に
な
る
の
か
、
整
地
す
る
こ
と
に

厚
生
建
設
常
任
委
員
会

　

五
條
市
不
当
要
求
行
為
等

防
止
条
例
の
制
定
に
対
し
て

は
、
内
容
に
つ
い
て
当
該
条

例
に
は
不
当
要
求
と
思
わ
れ

る
こ
と
が
発
生
し
た
場
合
に

調
査
・
審
査
等
を
行
う
審
査

会
等
が
設
け
ら
れ
て
い
な
い

こ
と
な
ど
か
ら
修
正
案
が
提

出
さ
れ
ま
し
た
。

　

五
條
市
不
当
要
求
行
為
等

審
査
会
の
設
置
等
の
修
正
案

に
つ
い
て
、
起
立
採
決
を
行

い
、
起
立
全
員
を
も
っ
て
修

正
案
の
と
お
り
可
決
す
べ
き

も
の
と
決
し
ま
し
た
。

　

修
正
案
に
つ
い
て
は
、
15

ペ
ー
ジ
に
抜
粋
を
掲
載
し
て

い
ま
す
。

回
は
お
お
お
お
お
１
回
目



議 案 名

(以下は、全議員賛成のもと原案のとおり可決・承認・同意した議案）

議 案 名 議　案　の　概　要

議第３４号　五條市不当要求行為等防止条例の制定に
ついて
（修正後の「五條市不当要求行為等防止条例」は　
　１５ページに掲載）

専決処分の報告、承認を求めることについて
（五條市税条例等の一部改正）

地方税法等の改正に伴い、平成３０年度の市税の課税に
急を要し、専決処分を行った
（平成３０年４月１日から施行）

議第３５号　職員の退職手当に関する条例等の一部改
正について

発議第２号　五條市議会議員の議員報酬等に関する条
例の一部改正について

五條市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関す
る基準を定める条例の一部改正について

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の
一部が改正されたため（公布の日から施行）

発議第３号　住民の安全・安心を守るため公務公共サ
ービスの拡充・向上と自治体臨時・非常勤職員の地位
・待遇改善を求める意見書について

平成３０年第２回６月定例会の表決結果と議決結果
○＝賛成　　●＝反対　　退＝退席　　長 ＝議長

発議第４号　地域材の利用拡大推進を求める意見書に
ついて

15 表決結果と議決結果ほか 14表決結果と議決結果

議 案 名 議　案　の　概　要

工事請負契約の締結について ごみ中継施設建設工事
（契約金額　３８８，８００，０００円）

専決処分の報告、承認を求めることについて
（平成２９年度五條市一般会計補正予算（第９号））

農林業施設災害復旧事業に係る歳入歳出予算及び消防施
設整備事業に係る繰越明許費追加の予算措置に特に緊急
を要し、専決処分を行った

専決処分の報告、承認を求めることについて
（五條市国民健康保険税条例の一部改正）

五條市介護保険条例の一部改正について 介護保険法施行令の一部が改正されたため
（平成３０年８月１日から施行・経過措置）

持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険
法等の一部を改正する法律の施行に伴う規定の整備を行
うため
（公布の日から施行、平成３０年４月１日から適用）

五條市重度心身障害老人等医療費助成条例の一部改正
について

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に
関する基準の一部が改正されたため
（公布の日から施行）

長○ ○○ ○○ ○○○ ○ 可決

● ○

  

伊   

谷     

賢   

司

  

平   

岡     

清   

司

  

窪   　

    

佳   

秀

  

吉   

田    　

   

正

  

牧   

野     

雅   

一

 

養   

田     

全   

康

  
大   

谷     

龍   

雄
  

山   

口     

耕   
司

  

岩  

本    　

    

孝

  

福  

塚    　

    

実

  
藤  
冨  

美  

恵  

子

吉   
田     
雅   

範

長● ●○ ●○ ○○● ● 否決○ ●

長● ●○ ●○ ●●● ● 否決○ 退

地方税法施行令の改正に伴い、平成３０年度の国民健康
保険税の課税に急を要し、専決処分を行った
（平成３０年４月１日から施行）

五條市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及
び運営に関する基準を定める条例の一部改正について

みどり園跡地整備工事
（契約金額　３８１，８７９，３６０円）

工事請負契約の締結について

財産の取得について 五條市立学校給食センター洗浄機１台
（契約金額　６２，６４０，０００円）

平成３０年度五條市一般会計補正予算（第１号）
議定について

工事請負契約の締結について 五條市新庁舎（国・県・市集約型）建設造成工事２工区
（契約金額　２７４，９５５，０４０円）
井田栄子氏の任命に同意
（任期：平成３０年８月８日から３年間）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　修正後の「五條市不当要求行為等防止条例」                  　　　（色部分が修正案による変更部分）　　
（目的）　　
第１条　この条例は、五條市職員が職務を遂行する上で受ける不当要求行為等に対して、市として統一的な対応方針等を定め、的確に対
　応することにより、公務の円滑かつ適切な遂行を確保し、市民に信頼される公正公平な行政の実現を図ることを目的とする。
（定義)
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
(1)　職員　地方公務員法(昭和２５年法律第２６１号)第３条第２項に規定する一般職の職員及び同条第３項に規定する特別職の職員(議会
　の議員を除く。)をいう。
(2)　不当要求行為等　職員以外の者が職員に対して行う次に掲げる行為をいう。
　ア　違法行為を要求する行為
　イ　職員の公正な職務の遂行を妨げるおそれのある行為
　ウ　暴力行為等社会常識を逸脱した手段により要求の実現を図る行為
（基本姿勢）
第３条　職員は、全体の奉仕者であることを深く認識し、市民から信頼される職員となるよう不断に公務員としての資質の向上に努める
　とともに、常に公共の利益の増進を目指して職務の遂行に当たらなければならない。
２　職員は、職務の遂行に当たっては、市政が市民の信託によるものであることを認識し、法令遵守の姿勢のもと、市民に対して業務に
　ついて十分な説明を行い、理解を得るように努めなければならない。
（職員の責務)
第４条　職員は、違法行為又は公正な職務の遂行を損なうおそれのある行為を求められたときは、これを拒否しなければならない。この
　場合において、当該不当要求行為等が明らかに違法と認められる場合又は職員その他の者に切迫した危険が思慮される場合には、次条
　に定める管理監督者の指示又は職員自らの判断により、所轄の警察署長への通報その他の必要な措置を講じるものとする。
２　職員(この項において市長を除く。)は、不当要求行為等があったときは、直ちに市長が別に定める管理監督者に報告しなければなら
　ない。
（管理監督者の責務）
第５条　管理監督者は、職員から前条第２項の規定による報告を受けたときは、適法かつ公正な職務の遂行を確保するために必要な措置
　を講じなければならない。
（市民等の責務）
第６条　何人も、職員に対して不当要求行為等を行ってはならない。
（五條市不当要求行為等審査会）
第７条　不当要求行為等に関する調査、審査等を行うため、五條市不当要求行為等審査会（以下「審査会」という。）を置く。
２　市長は、不当要求行為等に関し必要と認めるときは審査会に諮問することができる。
３　審査会は、委員５人以内をもって組織する。
４　審査会の委員は、学識経験者その他の法律若しくは条例又は行政に関して優れた識見を有する者のうちから、市長が委嘱する。
５　委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
６　委員は、再任されることを妨げない。
７　委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。
８　前各項に定めるもののほか、審査会の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。
　（審査会の任務）
第８条　審査会は、前条第２項の規定により市長から諮問があった場合において、当該諮問に係る事案の内容が不当要求行為等に該当す
　ると疑うに足りる相当な理由があると認められるときは、直ちに必要な調査を行うものとする。
２　審査会は、前項の規定による必要な調査の結果を市長に報告しなければならない。
３　審査会は、前項の規定により報告を行う場合には、次条に規定する警告及び市民への公表その他必要な措置について、意見を述べる
　ことができる。
４　審査会は、前各項に定めるもののほか、次に掲げる事項を所掌する。
　(1)　不当要求行為等の防止に関し、調査、研究するとともに、必要に応じ市長に意見を述べること。
　(2)　その他この条例の遵守の徹底を図ること。
　(3)　その他市長が必要と認める事項
（不当要求行為者への警告等）
第９条　市長は、不当要求行為等の行為者に対して文書で警告を行うことができる。
２　前項の警告を行う場合において、市長は、市民への公表その他必要な措置を講ずることができる。
３　市長は、前２項の規定にもとづき警告及び市民への公表その他の必要な措置を行う場合は、前条第３項に規定する審査会の意見を尊
　重しなければならない。
（委任）
第１０条　この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

＜報告案件＞
平成２９年度五條市土地開発公社の決算及び事業の報告について
平成２９年度一般財団法人大塔ふる里センターの決算及び事業の報告について
平成２９年度五條市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について
平成２９年度五條市一般会計事故繰越し繰越計算書の報告について
平成２９年度五條市水道事業会計予算繰越計算書の報告について

長○ ○○ ○○ ○○○ ○ 可決○ ○

長○ ○○ ○○ ○○○ ○ 修正
可決

○ ○

補正予算額　７９１，６２０千円
（新庁舎建設事業費・生活保護総務費等の追加）

議   

決   

結   

果

五條市教育委員会委員の任命について



議 案 名

(以下は、全議員賛成のもと原案のとおり可決・承認・同意した議案）

議 案 名 議　案　の　概　要

議第３４号　五條市不当要求行為等防止条例の制定に
ついて
（修正後の「五條市不当要求行為等防止条例」は　
　１５ページに掲載）

専決処分の報告、承認を求めることについて
（五條市税条例等の一部改正）

地方税法等の改正に伴い、平成３０年度の市税の課税に
急を要し、専決処分を行った
（平成３０年４月１日から施行）

議第３５号　職員の退職手当に関する条例等の一部改
正について

発議第２号　五條市議会議員の議員報酬等に関する条
例の一部改正について

五條市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関す
る基準を定める条例の一部改正について

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の
一部が改正されたため（公布の日から施行）

発議第３号　住民の安全・安心を守るため公務公共サ
ービスの拡充・向上と自治体臨時・非常勤職員の地位
・待遇改善を求める意見書について

平成３０年第２回６月定例会の表決結果と議決結果
○＝賛成　　●＝反対　　退＝退席　　長 ＝議長

発議第４号　地域材の利用拡大推進を求める意見書に
ついて

15 表決結果と議決結果ほか 14表決結果と議決結果

議 案 名 議　案　の　概　要

工事請負契約の締結について ごみ中継施設建設工事
（契約金額　３８８，８００，０００円）

専決処分の報告、承認を求めることについて
（平成２９年度五條市一般会計補正予算（第９号））

農林業施設災害復旧事業に係る歳入歳出予算及び消防施
設整備事業に係る繰越明許費追加の予算措置に特に緊急
を要し、専決処分を行った

専決処分の報告、承認を求めることについて
（五條市国民健康保険税条例の一部改正）

五條市介護保険条例の一部改正について 介護保険法施行令の一部が改正されたため
（平成３０年８月１日から施行・経過措置）

持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険
法等の一部を改正する法律の施行に伴う規定の整備を行
うため
（公布の日から施行、平成３０年４月１日から適用）

五條市重度心身障害老人等医療費助成条例の一部改正
について

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に
関する基準の一部が改正されたため
（公布の日から施行）

長○ ○○ ○○ ○○○ ○ 可決

● ○
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司
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孝
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実

  

藤  
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美  
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子

吉   
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雅   

範

長● ●○ ●○ ○○● ● 否決○ ●

長● ●○ ●○ ●●● ● 否決○ 退

地方税法施行令の改正に伴い、平成３０年度の国民健康
保険税の課税に急を要し、専決処分を行った
（平成３０年４月１日から施行）

五條市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及
び運営に関する基準を定める条例の一部改正について

みどり園跡地整備工事
（契約金額　３８１，８７９，３６０円）

工事請負契約の締結について

財産の取得について 五條市立学校給食センター洗浄機１台
（契約金額　６２，６４０，０００円）

平成３０年度五條市一般会計補正予算（第１号）
議定について

工事請負契約の締結について 五條市新庁舎（国・県・市集約型）建設造成工事２工区
（契約金額　２７４，９５５，０４０円）
井田栄子氏の任命に同意
（任期：平成３０年８月８日から３年間）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　修正後の「五條市不当要求行為等防止条例」                  　　　（色部分が修正案による変更部分）　　
（目的）　　
第１条　この条例は、五條市職員が職務を遂行する上で受ける不当要求行為等に対して、市として統一的な対応方針等を定め、的確に対
　応することにより、公務の円滑かつ適切な遂行を確保し、市民に信頼される公正公平な行政の実現を図ることを目的とする。
（定義)
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
(1)　職員　地方公務員法(昭和２５年法律第２６１号)第３条第２項に規定する一般職の職員及び同条第３項に規定する特別職の職員(議会
　の議員を除く。)をいう。
(2)　不当要求行為等　職員以外の者が職員に対して行う次に掲げる行為をいう。
　ア　違法行為を要求する行為
　イ　職員の公正な職務の遂行を妨げるおそれのある行為
　ウ　暴力行為等社会常識を逸脱した手段により要求の実現を図る行為
（基本姿勢）
第３条　職員は、全体の奉仕者であることを深く認識し、市民から信頼される職員となるよう不断に公務員としての資質の向上に努める
　とともに、常に公共の利益の増進を目指して職務の遂行に当たらなければならない。
２　職員は、職務の遂行に当たっては、市政が市民の信託によるものであることを認識し、法令遵守の姿勢のもと、市民に対して業務に
　ついて十分な説明を行い、理解を得るように努めなければならない。
（職員の責務)
第４条　職員は、違法行為又は公正な職務の遂行を損なうおそれのある行為を求められたときは、これを拒否しなければならない。この
　場合において、当該不当要求行為等が明らかに違法と認められる場合又は職員その他の者に切迫した危険が思慮される場合には、次条
　に定める管理監督者の指示又は職員自らの判断により、所轄の警察署長への通報その他の必要な措置を講じるものとする。
２　職員(この項において市長を除く。)は、不当要求行為等があったときは、直ちに市長が別に定める管理監督者に報告しなければなら
　ない。
（管理監督者の責務）
第５条　管理監督者は、職員から前条第２項の規定による報告を受けたときは、適法かつ公正な職務の遂行を確保するために必要な措置
　を講じなければならない。
（市民等の責務）
第６条　何人も、職員に対して不当要求行為等を行ってはならない。
（五條市不当要求行為等審査会）
第７条　不当要求行為等に関する調査、審査等を行うため、五條市不当要求行為等審査会（以下「審査会」という。）を置く。
２　市長は、不当要求行為等に関し必要と認めるときは審査会に諮問することができる。
３　審査会は、委員５人以内をもって組織する。
４　審査会の委員は、学識経験者その他の法律若しくは条例又は行政に関して優れた識見を有する者のうちから、市長が委嘱する。
５　委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
６　委員は、再任されることを妨げない。
７　委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。
８　前各項に定めるもののほか、審査会の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。
　（審査会の任務）
第８条　審査会は、前条第２項の規定により市長から諮問があった場合において、当該諮問に係る事案の内容が不当要求行為等に該当す
　ると疑うに足りる相当な理由があると認められるときは、直ちに必要な調査を行うものとする。
２　審査会は、前項の規定による必要な調査の結果を市長に報告しなければならない。
３　審査会は、前項の規定により報告を行う場合には、次条に規定する警告及び市民への公表その他必要な措置について、意見を述べる
　ことができる。
４　審査会は、前各項に定めるもののほか、次に掲げる事項を所掌する。
　(1)　不当要求行為等の防止に関し、調査、研究するとともに、必要に応じ市長に意見を述べること。
　(2)　その他この条例の遵守の徹底を図ること。
　(3)　その他市長が必要と認める事項
（不当要求行為者への警告等）
第９条　市長は、不当要求行為等の行為者に対して文書で警告を行うことができる。
２　前項の警告を行う場合において、市長は、市民への公表その他必要な措置を講ずることができる。
３　市長は、前２項の規定にもとづき警告及び市民への公表その他の必要な措置を行う場合は、前条第３項に規定する審査会の意見を尊
　重しなければならない。
（委任）
第１０条　この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

＜報告案件＞
平成２９年度五條市土地開発公社の決算及び事業の報告について
平成２９年度一般財団法人大塔ふる里センターの決算及び事業の報告について
平成２９年度五條市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について
平成２９年度五條市一般会計事故繰越し繰越計算書の報告について
平成２９年度五條市水道事業会計予算繰越計算書の報告について

長○ ○○ ○○ ○○○ ○ 可決○ ○

長○ ○○ ○○ ○○○ ○ 修正
可決

○ ○

補正予算額　７９１，６２０千円
（新庁舎建設事業費・生活保護総務費等の追加）

議   

決   
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果

五條市教育委員会委員の任命について
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16定例会の概要1

　住民の安全・安心を守るため公務公共サ
ービスの拡充・向上と自治体臨時・非常勤
職員の地位・待遇改善を求める意見書

　平成２９年５月に会計年度任用職員制度
の導入を柱とする地方公務員法及び地方自
治法が改正され、平成３２年４月に施行さ
れます。地方自治体に働く臨時・非常勤職
員は全国で６５万人を超え、臨時・非常勤
職員なしには自治体行政は１日たりとも運
営できないといっても過言ではありません。
　民間企業に働く非正規雇用労働者では、
平成３０年４月から労働契約法第１８条に
基づく無期雇用への転換請求が始まります。
一方で、公務に働く臨時・非常勤職員には
労働契約法が適用されず、任用であること
を根拠に、「いつまでも非正規、いつでも
雇い止め可能」な劣悪かつ不安定な状態に
おかれています。これは改正地公法・自治
法施行後も変わるものではありません。
　つきましては、住民の安全・安心を守り、
公務公共サービスの拡充・向上と自治体の
臨時・非常勤職員の身分の安定、地位の向
上をはかるため、下記の項目について強く
要望いたします。

                                       記

１　臨時・非常勤職員の賃金・労働条件の
　改善に必要な地方自治体の財源を確保す
　ること。
２　勤務時間による賃金・労働条件の格差
　を解消する地方自治法改正を速やかに実
　施すること。
３　「任期の定めのない常勤職員を中心と
　した公務運営」原則を堅持するため、本
　格的業務を担う臨時・非常勤職員を任期
　の定めのない正規職員として採用する仕
　組みを整備すること。

    　以上、地方自治法第９９条の規定によ
　り提出する。

　平成３０年６月２１日　　 五 條 市 議 会

    　　　地域材の利用拡大推進を求める意見書
　　　
　戦後造成した人工林が本格的な利用期を迎える中、山
林に広がる豊富な森林資源を循環利用し、林業の成長産
業化を実現するためには、地域材の安定供給体制の構築
に加え、新たな木材需要の創出を図ることが重要です。
　このため、「新たな森林管理システム」の下で意欲と
能力のある経営体に森林の経営・管理を集積・集約化し、
木材を低コストで安定供給をするための条件整備、木材
産業の競争力強化、木材利用拡大のための施設整備など、
川上から川下までの取組を総合的に推進する必要があり
ます。
　また、低層公共建築物の６割以上を占める民間部門が
主導する公共建築物の木造化・木質化や、「地域内エコ
システム」構築による、木質バイオマス等のエネルギー
利用などを進める必要があることから、政府におかれて
は、下記の項目を実現するよう強く要望します。   
                            
　　　　                                記

１　公共建築物の木造化・内装木質化への森林環境譲与
　税（仮称）の活用にあたって、地方公共団体における
　基金化や森林地域と都市との連携による木材供給など
　の取組が円滑に進められるよう、情報提供や助言等を
　積極的に行うこと。
２　公共建築物の整備に関する関係省庁の補助事業にお
　いて、木材利用を行う施設に係る補助率のかさ上げ、
　基準単価の見直し、優先採択等の取組を推進すること。
３　中高層、中大規模の木造公共建築物が都市部を含め
　て普及されるよう、ＣＬＴ（直交集成板）や木質耐火
　部材等の新たな木質部材に関する技術開発や人材育成
　に対する支援の拡充を図ること。
４　病院や介護施設、保育園、学校等を経営する民間事
　業者が、施設整備にあたって木材を積極的に利用する
　ようになることが重要であり、このため、木材が持つ
　調湿機能やリラックス効果、衝撃吸収性などの特性を
　普及するとともに、それぞれの施設における効果的で
　望ましい木材利用のあり方について経営者、設計者、
　デザイナー、施行者等が参画して検討・検証を行う取
　組を進めること。
５　木材製品を安定的・効率的に供給するために、木材
　加工流通施設を整備するとともに、木材利用を拡大す
　るために、発電利用や熱利用で活用できる木質バイオ
　マス利用促進施設を整備し、木材産業の競争力強化を
　図ること。

  　以上、地方自治法第９９条の規定により提出する。

　　平成３０年 ６ 月２１日　　　 五 條 市 議 会
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